








政府においても、昨今の原材料価格やエネルギー価格、労務費等の上昇を踏まえ、中小受
託事業者へのしわ寄せを解消し、これらのコスト増加分をサプライチェーン全体で適切に分
担する観点から、価格転嫁の実現を喫緊の課題として位置付けています。作中で吉澤が紹介
した、埼玉県庁、中小機構、公正取引委員会の支援ツールだけではなく、政府・関係機関が様々
な支援ツールを用意しています。せっかく、国が後押ししてくれているのですから、使わなきゃ
損ですよ！

取適法ガイドブック（公正取引委員会）
2026 年 1 月、「下請代金支払遅延等防止法（下請法）」は

「中小受託取引適正化法（取適法）」に改正されました。
法律の名称や用語、適用対象、義務、禁止行為など、
多くの点が変更されています。本ガイドブックでは、取適法の概要を、
絵や図を用いてわかりやすく紹介しています。

「中小受託取引適正化法（取適法）」対応チェックシート
（東京商工会議所）
「中小受託取引適正化法（取適法）」の改正内容を踏まえ、

自社の取引が取適法の対象に該当するかを確認するとともに、
取適法対応ポイントについて適切に対応できているかを確認できます。
　　

「取適法（改正下請法）」事業者向け周知チラシ
（日本商工会議所）

中小受託事業者が「中小受託取引適正化法（取適法）」の
改正内容に円滑に対応できるよう、
各地商工会議所において継続的な周知・広報を実施しています。

中小企業・小規模事業者の価格交渉ハンドブック
（中小企業庁）

取引先と価格交渉を行うために準備しておくと
よいツールや、交渉を行う上で押さえておくと
よいポイントなどを、わかりやすくまとめています。
多様な業種の事業者における価格交渉が想定されています。

　 　 　 　 　 あ ら ゆ る 支 援 策 を 活 用 せよ！Column 5
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適正取引講習会、価格交渉講習会（中小企業庁）
取適法のポイントや価格交渉の進め方を、基礎から実践まで学べる

充実したプログラムとなっております。e ラーニング形式のため、

忙しい方でもいつでもどこでも学習でき、実務に直結する

具体的な交渉ノウハウを身につけることができます。

よろず支援拠点
全国 47 都道府県に設置している「よろず支援拠点」に

「価格転嫁サポート窓口」が設置されており、価格交渉に関する
基礎的な知識や原価計算の手法の習得支援を個別対応で
アドバイスしていただけます。価格交渉に限らず、
幅広い経営課題に関して無料で相談することができます。

取引かけこみ寺（公益財団法人	全国中小企業振興機関協会）
代金の未払い・減額や、買いたたき、一方的な代金決定など、
企業間取引に関する各種相談への対応や裁判外紛争解決手続（ADR）
を行うため、全国 47 都道府県に「取引かけこみ寺」が設置されています。
相談元のプライバシーは厳守されていますので、
不当な扱いを受けた時には、ここに駆け込んでください。

小規模事業者経営改善資金（マル経融資）制度
（各地商工会議所・商工会）

作中でも吉澤から紹介があった、マル経とは
「小規模事業者経営改善資金」の通称で、商工会議所の

経営指導を受けている小規模事業者が利用できる国の
融資制度です。一番のポイントは商工会議所・商工会の推薦で、
日本政策金融公庫から無担保、無保証、低利で融資が
受けられることです。返済期間は、運転資金・設備資金 10 年以内。
融資上限は 2000 万円。
実はこの「マル経融資」は、1973 年に創設されましたが、当時は小規模事業者の資金調達
力が課題となっていたところ、商工会議所が国に要望する形で実現しました。
資金繰りでお困りの際は、ぜひお近くの商工会議所までご相談ください。経営指導員が親身
になって対応いたします。
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